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「指定短期入所生活介護」重要事項説明書 

 

 

 

 

 

 

 

当事業所はご契約者に対して、指定短期入所生活介護サービスを提供します。事業所の概要や 

提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

 

 

※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要支援」「要介護」と認定された方々が対

象となります。要介護認定をまだ受けていない方でもサービスの利用は可能です。 

 

 

◆◆目次◆◆ 

１．事業者                                   ２ 

２．事業所の概要                                ３ 

３．職員の配置状況                               ４ 

４．当事業所が提供するサービスと利用料金                    ５ 

５．損害賠償について                             １０ 

６．契約の終了について                          １１ 

７．苦情対応について                           １２ 

８.事故発生時の対応について                        １３ 

９.虐待防止について                            １３ 

１０.ハラスメントについて                         １４ 

１１.感染症対策の強化について                       １４ 

１２.業務継続に向けた取り組みの強化について                １５ 

 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

（茨城県指定 第０８７５６００２０７号）         

号） 
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１.利用者（被保険者） 

要 介 護（支 援）状 態 区 分 要支援 １・２ 要介護 １・２・３・４・５ 

要介護認定有効期間 平成・令和  年  月  日から 

認 定 審 査 会 意 見  

 

２.事業者 

事業所の名称 社会福祉法人 久遠会 

所在地 茨城県小美玉市中台１４５－４ 

代表者氏名 理事長 坂入 久詞 

電話番号 ０５０－３７７６－９９７２ 

ＦＡＸ番号 ０２９９－３６－８０７２ 

 

３. 利用施設 

事業所の名称 特別養護老人ホーム ほのか 

所在地 茨城県小美玉市中台１４５－４ 

管理者氏名 長谷川 和子 

電話番号 ０５０－３７７６－９９７２ 

ＦＡＸ番号 ０２９９－３６－８０７２ 

 

４.事業の目的と運営方針等 

事業の目的 
 この事業は、利用される高齢者及び身体障害者に対して、適正な介護サー

ビス（介護予防サービスを含む）を提供することを目的にする。 

運営方針 

１ 利用者の人権を尊重し、常に利用者の立場に沿った施設サービスを提供

する。 

２ 施設サービス計画に基づき、可能な限り、利用者が有する能力に応じた

自立した日常生活を営むことができるように、入浴・排泄・食事等の介

護、その他の心身機能の維持向上に努める。 

３ 家族や地域との結びつきを重視し、医療・保健・福祉等の関係機関や団

体と連携を確立し、事業を推進する。 

４ 地域から信頼される、開かれた施設運営を目指します。 
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５.ご利用施設で実施する事業 

事業種類 
県知事の事業指定 

定員 備考 
指定年月日 指定番号 

施設 特別養護老人ホーム 
平成30年7月1日 第0875600504号 30人 

多床室 

従来型個室 

平成22年11月1日 第0875600215号 50人 
ユニット型個室 

（併設型） 

居宅 
短期入所生活介護 平成22年11月1日 第0875600207号 10人  

通所介護 令和5年10月1日 第0875600595号 20人  

 

６. 施設の概要 

特別養護老人ホーム 

敷 地 ５,１９７．６１㎡ 

建 物 

構 造 鉄筋コンクリート造 

延べ床面積 ３，２５２．４８㎡ 

利 用 定 員 
６０人 

（うち短期入所１０人） 

 

（１）居室 

居 室 の 種 類 室 数 面 積 1 人当たりの面積 

1 人部屋 ６０室 １,６８２．４３ｍ １５．５２～９６㎡ 

※ 指定基準は、居室1 人当たり10.65 ㎡ 

 

（２）主な設備 

当施設では以下の居室･設備をご用意しています。入居される居室は全室個室で洗面台を

備え、冷暖房完備です。日常生活は、１０人ずつのユニットケアを基本にしています。ユ

ニット毎に、食堂・リビング・浴室があり、トイレ３か所を設置しています。 

居室･設備の種類 室 数 備 考 

居室(一人部屋) １０室 各室洗面台つき 

共同生活室 １室 各ユニットに１室（食堂・リビングほか） 

浴 室 
 １室 

２室    

各ユニットに１室、一般浴槽 

(共用)一般浴室、機械浴室 

医 務 室    １室 （共用） 

便 所 １５か所  各ユニットに３か所 

   ※食堂の指定基準は、居室１人あたり  ３，００ｍ² 
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７.職員の勤務構成 

 

 

 

 

 

 

（特別養護老人ホーム併設型） 

８．職員の勤務体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職  種 常勤換算 指定基準 

１．施設長（管理者） １名 （１名） 

２．生活相談員 １名 ０．５名 

３．介護職員 ３名  ４名 

（うち看護職員

含む） 

４．看護職員（機能訓練指導員と兼務１

名） 

１名 

５．機能訓練指導員（看護職員と兼務） １名 １名 

６．介護支援専門員（生活相談員と兼務） １名 ０．５名 

７．医師 ０．１ １名 

８．管理栄養士 １名 １名 

職 種 勤務体制 

１．医師 毎週２回  一日３時間  

２．介護職員 

早番   7:00～16:00 

日勤   9:00～18:00  

遅番   11:00～20:00   

夜勤  16:30～ 9:30    

３．看護職員  日中   8:30～17:30      
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9.施設サービスの概要 

（１）法定給付サービス 

概 要 内 容 

食 事 
栄養士の立てる献立表により、栄養と利用者の身体状況に配慮し

たバラエティに富んだ食事を提供します。 

排 泄 
入所者の状況に応じて適切な排泄介助を行うと共に、排泄の自立

についても適切な援助を行います。 

入 浴 年間を通じて週２回の入浴または、清拭を行います。 

離床、着替え、整容等 

寝たきり防止のため、出来る限り離床に配慮します。 

生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行なうよう配慮します。 

個人としての尊厳に配慮し、適切な整容・口腔保清が行われるよ

う援助をします。リネン交換は、週１回実施します。 

 

機能訓練 

 

機能訓練指導員による入所者の状況に適合した機能訓練を行い、

身体機能の低下を防止するように努めます。 

（主に生活リハビリを中心とする。） 

健康管理 

嘱託医師により、週２回診察日を設けて健康管理に努めます。 

服薬の管理は看護職員が責任を持って実施します。 

また、緊急等必要な場合には、主治医あるいは、協力医療機関等

に責任を持って引き継ぎます。 

利用者が外部の医療機関に通院する場合は、その介添えについて

できるだけ配慮します。 

当施設の嘱託医     診療所：坂入医院 

医師名：坂入 久詞 

診察日：毎週２回 

 

 

相談及び援助 

当施設は、入所及びそのご家族からのいかなる相談についても誠

意を持って応じ、可能な限り必要な援助を行う様に努めます。 

利用者の施設介護サービスが作成される間についても、当然利用

者がその有する能力に応じて自立した日常生活が送れるよう適

切な各種介護サービスを提供します。 

社会生活の便宜 

当施設では、必要な教養娯楽設備を整えると共に、施設での生活

を実りあるものとするため、適宜、レクリェーション行事を企画

します。 

主なレクリェーション行事 

納涼祭、運動会、敬老会、誕生会、クリスマス会、忘年会 

買物、バスハイク、折り紙教室、お花見、レストラン他 

（２）その他 

サービス提供記録の保管：契約の終了後５年間保管します 
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1０．利用者負担金 

お支払いいただく利用者負担金は以下の通りです。 

（１）短期入所生活介護（予防） 

（注意）介護給付算定に係る体制等に関する届け出に基づき、認定するものとします。 

 

※連続３１日～６０日利用する場合  １日につき３０単位（３０円）を減算 

 

※連続６１日以上利用した場合 

 

＜予防＞※連続３１日以上利用する場合  

 要支援１（ユニット型）介護福祉施設サービス費 要介護１の単位数の７５％で算定 

 要支援２（ユニット型）介護福祉施設サービス費 要介護１の単位数の９３％で算定 

 

※介護保険の加算料金（加算額に介護保険負担割合証に記載の割合を乗じた額を算定する） 

介護保険加算 加算額 内容 

送迎加算（片道） １８４円／回 利用者に対して送迎を行う場合、片道につき加算 

夜勤職員配置加算

（Ⅱ） 
１８円／日 夜勤を行う介護職員・看護職員の数が、最低基準を１人以上上回っている場合 

緊急短期入所受入

加算 
９０円／日 

①ケアプランで計画的に行うことになっていない短期入所生活介護を緊急に行

った場合 ②利用者の状態や家族等の事情でケアマネジャーが緊急に短期入所

生活介護を受けることが必要と認めた者（7日間まで）※日常生活上の世話を行

う家族の疾病等やむを得ない事情がある場合は14日を限度に算定 

要介護・要支援度区分 利 用 料 利用者負担金 

要支援度 １ ５，２９０円 ５２９円 

×介護保険負担割合証に 

記載の割合 

要支援度 ２ ６，５６０円 ６５６円 

要介護度 １ ７，０４０円 ７０４円 

要介護度 ２ ７，７２０円 ７７２円 

要介護度 ３ ８，４７０円 ８４７円 

要介護度 ４ ９，１８０円 ９１８円 

要介護度 ５ ９，８７０円 ９８７円 

要介護・要支援度区分 利 用 料 利用者負担金 

要介護度 １ ６，７００円 ６７０円  

 

×介護保険負担割合証に 

記載の割合 

 

要介護度 ２ ７，４００円 ７４０円 

要介護度 ３ ８，１５０円 ８１５円 

要介護度 ４ ８，８６０円 ８８６円 

要介護度 ５ ９，５５０円 ９５５円 
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若年性認知症利用

者受入加算 
１２０円／日 

若年性認知症利用者ごとに個別担当者を定め、当該利用者の特性やニーズに応じ

たサービス提供を行う 

サービス提供体制

強化加算(Ⅰ) 
２２円／日 

介護職員の総数のうち介護福祉士の割合が80％以上、または勤続10年以上の介護

福祉士の割合が35％以上 

サービス提供体制

強化加算(Ⅱ) 
１８円／日 介護職員の総数のうち介護福祉士の割合が60％以上 

サービス提供体制

強化加算(Ⅲ) ６円／日 

介護職員の総数のうち介護福祉士の割合が50％以上、または看護・介護職員の総

数のうち常勤職員の割合が75％以、もしくはサービスを直接提供する職員の総数

のうち勤続7年以上30％以上 

看護体制加算（Ⅰ） ４円／日 常勤看護師を１人以上配置 

看護体制加算（Ⅱ） ８円／日 

①看護職員を常勤換算で入所者数25またはその端数を増すごとに１人以上配置 

②当該事業所か病院・診療所・訪問看護ステーションの看護職員と24時間の連絡

体制を確保 

療養食加算 ８円／回 医師の発行する食事箋に基づく療養食を提供した場合（1日3回まで） 

※サービス提供体制強化加算は、(Ⅰ)、(Ⅱ)、(Ⅲ)のいずれひとつのみ加算 

※看護体制加算と夜勤職員配置加算は、要支援者にはかかりません。 

※療養食加算のみ１食毎単位での算定となります。 

①サービスが介護保険の適用を受ける場合は、サービス費の負担割合に応じた額をお支払い

いただきます。 

②保険料の滞納などにより、サービス費の負担割合に応じた「利用者自己負担」で利用でき

なくなる場合は、一旦サービス費全額（１０割）をお支払いいただき、後日保険者から保険

給付分の払い戻しを受ける手続きが必要となります。 

 

 

介護職員等処遇改善加算について 

介護職員等処遇改善加算を除く加減算後の総報酬単位数に以下の加算率を乗じる。 

加算名称 サービス別加算率 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 所定単位数に14.0％を乗じた単位数で算定 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 所定単位数に13.6％を乗じた単位数で算定 

介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 所定単位数に11.3％を乗じた単位数で算定 

介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 所定単位数に9.0％を乗じた単位数で算定 

※所定単位数は、基本サービス費に各種加算減算を加えた総単位数とし、当該加算は区分支

給限度基準額の算定から除外する。 
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滞在費・食費（介護保険給付対象外） 

＊滞在費（一日当たりの自己負担額） 

滞在費・食費は、所得・課税状況に応じて料金が異なります。 

利用者が介護保険負担限度額認定書を受けているときは、その認定に基づく支払いを受ける

ものとします。 

 

段階区分 第４段階（基本） 第３段階② 第３段階① 第２段階 第１段階 

個 室 

(光熱水費+室料) 
２，０６６円 １,３７０円 １,３７０円 ８８０円 ８８０円 

食事 １，４４５円※ １，３００円 １，０００円 ６００円 ３００円 

※基準額食費内訳 朝食：４２９円 昼食：５０８円 夕食：５０８円 （計１，４４５円） 

 

 

（２）その他の費用 

 ① 電気製品持ち込み 

１日１台につき５０円の電気料金でご利用いただけます。 

 ② 理容・美容 

理容師・美容師の出張による理美容サービス（調髪、顔剃、パーマ、毛染め）をご

利用いただけます。   

 ③ 貴重品の管理 

ご契約者の希望により、貴重品管理サービスをご利用いただけます。詳細は、以下の

通りです。 

◇ 管理する金銭の形態 ：施設の指定する金融機関に預け入れている預金 

◇ お預かりするもの ：上記預貯金通帳と金融機関に届出た印鑑、有価証券、年金証書        

◇ 出 納 方 法 ：手続きの概要は以下の通りです。 

・預金の預け入れ及び引出しが必要な場合、指定の依頼書を保管管理者へ提出していただきます。 

・保管管理者は上記依頼の内容に従い、預金の預け入れ及び引出しを行います。 

・保管管理者は出入金の都度、通帳へ出入金を記録します。 

◇ 利 用 料 金 ：1ヶ月当たり 3,000円 

④ 複写物の交付 

ご契約者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物を必要と

する場合には実費をご負担いただきます。（１枚２０円） 

なお、事業計画及び財務内容の閲覧も可能です。 

⑤ 日常生活上必要とする諸費用等 

日常生活品の購入代金等ご契約者の日常生活に要する費用で、ご契約者にご負担いた

だくことが適当であるもの（衣類・嗜好品等）にかかる費用をご負担いただきます。 

◎ おむつ代は介護保険給付対象となっていますのでご負担の必要はありません。 
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 ⑥ レクリエーション・クラブ活動 

ご契者の希望により、レクリエーション・クラブ活動に参加して頂くことができます。 

⑦ 特別な食事の提供 

ご契約者のご希望に基づいて特別な食事を提供します。（実費） 

⑧ 協力病院以外への通院や入院の際の移送サービスについては、実費をご負担いただき

ます 

   一回利用あたり   １時間 １０００円 

  

⑨ 契約書第１２条に定める所定の料金 

ご契約者が、契約終了後も居室を明け渡さない場合等に、本来の契約終了日から現実

に居室が明け渡された日までの期間に係る料金 

ご契約者の要介

護度 

要介護度

１ 

要介護度

２ 

要介護度

３ 

要介護度

４ 

要介護度

５ 

料  金 9,000円 10,000円 10,000円 11,000円 11,000円 

ご契約者が、要介護認定で自立又は要支援と判定された場合  

自 立  7,000円 

要支援  8,000円 

◇①～⑦について、経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な

額に変更することがあります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、

変更する２か月前までにご説明します。 

 

１１．利用料金のお支払い方法（契約書第１１条参照） 

  前記（１）、（２）の料金・費用は、1か月ごとに計算しご請求しますので、翌月１５日

までにお支払いください。（1 か月に満たない期間のサービスに関する利用料金は、利

用日数に基づいて計算した金額とします。） 

 

１２．協力医療機構 

  医療を必要とする場合は、ご契約者の希望により、下記協力医療機関において診察や入

院治療を受けることができます。（但し、下記医療機関での優先的な診療・入院治療を

保証するものではありません。また、下記医療機関での診察・入院治療を義務付けるも

のでもありません。） 

  協力医療機関 

医院名 住所 診療科目 

八郷整形外科内科 

病院 
石岡市東成井２７１９ 

内科、外科、整形外科、リハビリテー

ション科、放射線科 

医療法人 坂入医院 下妻市高道祖５６８３－１ 内科、循環器科、精神内科、心療内科 
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１３．インフルエンザ・肺炎球菌ワクチン接種について 

インフルエンザワクチンは、年に一回、肺炎球菌ワクチンは５年に１回接種致します。特別

な理由（アレルギー等）がなければ接種して頂きたいと思いますのでご了承ください。 

 

承諾致します。 

 本人                印 

 

 ご家族               印 

 

 

１４．損害賠償について（契約書第１０条参照） 

  当事業所において、事業者の責任によりご契約者に生じた損害については、事業者は速

やかにその損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします。 

  但し、その損害の発生について、ご契約者に故意又は過失が認められる場合には、ご契

約者の置かれた心身の状況を斟酌して、相当と認められる時に限り、事業者の損害賠償責

任を減じることができるものとします。 

 

１５．施設利用の留意事項（契約書第１０条参照） 

当施設のご利用にあたって、施設に入所されているご利用者の共同生活の場としての快

適性、安全性を確保するため、下記の事項をお守り下さい。 

 

① 居室及び共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

② 故意に、施設、設備を壊したり、汚したりした場合には、ご契約者に相当の代価を 

お支払いいただく場合があります。 

③ ご契約者に対するサービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要があると認められる 

場合には、ご契約者の居室内に立ち入り、必要な措置を取ることができるものとします。 

但し、その場合、ご本人のプライバシー等の保護について、十分な配慮を行います。 

④ 当施設の職員や他の入所者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利活 

動等を行うことはできません。 
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１６．サービス利用をやめる場合（契約の終了について） 

   

契約の有効期間は、契約締結の日から契約者の要介護認定の有効期間満了日までですが、

契約期間満了の２日前までに契約終了の申し入れが無い場合には、契約は更に同じ条件で

更新され、以後も同様となります。 

  契約期間中は、以下のような事由が無い限り、継続してサービスを利用することができ

ますが、仮にこのような事項に該当するに至った場合には、当事業所との契約は終了しま

す。（契約書第１３条参照） 

①ご契約者が死亡した場合 

②要介護認定によりご契約者の心身の状況が自立と判定された場合 

③事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖

した場合 

④施設の滅失や重大な毀損により、ご契約者に対するサービスの提供が不可能にな

った場合 

⑤当事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑥ご契約者から解約又は契約解除の申し出があった場合（詳細は以下をご参照くだ

さい）。 

⑦事業者から契約解除を申し出た場合（詳細は以下をご参照下さい）。 

 

 

 

（１） ご契約者からの解約・契約解除の申し出（契約書第１４条参照） 

   契約の有効期間であっても、ご契約者から利用契約を解約することができます。その 

場合には、契約終了を希望する日の７日前までに解約届出書をご提出下さい。 

   但し、以下の場合には、即時に契約を解約・解除することができます。 

①介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

②ご契約者が入院された場合 

③ご契約者の「居宅サービス計画（ケアプラン）」が変更された場合 

④事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める短期入所生活

介護サービスを実施しない場合 

⑤事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

⑥事業者もしくはサービス従事者が、故意又は過失によりご契約者の身体・財物・

信用等を傷付け、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事

情が認められる場合 

⑦他の利用者がご契約者の身体・財物・信用等を傷付けた場合、もしくは傷付け

る恐れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 

 



- 12 - 

 

（２）事業者からの契約解除の申し出（契約書第１５条参照） 

以下の事項に該当する場合には、本契約を解除させていただくことがあります。 

①ご契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故

意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重

大な事情を生じさせた場合 

②ご契約者によるサービス利用料金の支払いが 3 か月以上遅延し、相当期間を定

めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合 

③ご契約者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他

の利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行う

ことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

 

 

 

（３）契約終了に伴う援助（契約書第１６条参照） 

  契約が終了する場合には、事業者はご契約者の心身の状況、置かれている環境等を勘案

し、必要な援助を行うよう努めます。 

 

 

 

１７．苦情処理 

（１）当施設での苦情の受付 

  社会福祉法人 久遠会 相談受付窓口 

【苦情解決責任者】 

施設長：長谷川 和子 

【苦情受付担当者】 

    相談員：山本 鈴子  鈴木 統子 

代表受付電話：０５０－３７７６－９９７２ 

（２）第三者委員 

斎藤 正明：久遠会 評議員 

糸賀 良徳：〒310-0021茨城県水戸市南町３丁目３－３５ 

糸賀良徳法律事務所：０２９－２２８－３０００ 
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１８．事故発生時の対応  

（１）事故の分類（緊急）  

事故の分類は①外傷 ②呼吸停止 ③出血 ④毒物誤飲 ⑤その他とする。 

（２）事故発生時の対応 

  ①事故が発生した場合には、速やかに管理者(施設長)・ご家族へ連絡するとともに、応

急処置を行わなければならない。 

  ②管理者は、その事故の状況及び症状に応じ、嘱託医の指示により、必要に応じて救急

車の出勤要請、病院への搬送等の処置を講じる。 

  ※夜間時においては、上記に準じるものとし、連絡体制は、非常災害時召集通達網によ

るものとする。 

（３）報告及び記録 

① 職員は応急処置の結果を速やかに管理者に連絡しなければならない。 

② 管理者は事故の内容が大規模にわたる時は、関係職員に連絡を行うものとする。 

③ 職員は事故発生時の状況並びに経過を記録しなければならない。 

④ 管理者は事故の内容により事故の経過を身元引受人に報告し、事故に関する説明を求め

られた場合には事故の記録等の書類を提示しなければならない。 

（４）再発防止の努力 

管理者は、事故の処理が終了したときは、速やかに事故の発生原因、その後の対応等

について協議を行い、事故の再発防止に努めなければならない。 

（５）その他 

 ①管理者は、事故の内容によって、必要を認めるときは関係機関に報告するものとする。 

 ②報道機関の対応は、管理者の指示のもとに行い、入所者の不安を助長し、プライバシー

を侵害する恐れのある施設内の影響等行わないよう、報道機関に極力要請するものとす

る。 

③その他の事故の対応（食中毒事故・無断外出・災害事故）については、社会福祉法人久

遠会緊急対応マニュアルに沿って対応するものとする。 

 

１９.虐待防止について 

当施設では、ご利用者の人権の擁護・虐待の防止等のため、指針を整備し責任者を

設置する等必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、虐待防止を啓

発・普及するための研修を実施する等の措置を講じます。  

① ご利用者が成年後見制度を利用できるよう支援を行います。 

② 当施設職員又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）による虐待を受けた

と思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報します。 
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③ 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について職員に周

知徹底を図ります。 

 

２0.ハラスメントについて 

 

当施設では、介護現場で働く職員の安全確保と安心して働き続けられる労働環境が築けるよ

うハラスメントの防止に向け取り組みます。 

 

① 施設内において行われる優越的な関係を背景とした言動や、業務上必要かつ相当な範囲

を超える下記の行為は組織として許容しません。 

（1）身体的な力を使って危害を及ぼす（及ぼされそうになった）行為 

（2）個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする 

  行為 

（3）意に沿わない性的言動、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為       

  上記は、当施設職員、取引先事業者の方、ご利用者及びその家族等が対象となります。 

② ハラスメント事案が発生した場合、マニュアルなどを基に即座に対応し、再発防止会議

等により、同時案が発生しない為の再発防止策を検討します。 

③ 職員に対し、ハラスメントに対する基本的な考え方について研修などを実施します。ま

た、定期的に研修を行う、及びチェックシートにより、介護現場におけるハラスメント

発生状況の把握に努めます。 

ハラスメントと判断された場合には行為者に対し、関係機関への連絡、相談、環境改善に対

する必要な措置、利用契約の解約等の措置を講じます。 

 

２1．感染症対策の強化について 

 

 当施設において感染症が発症し、蔓延しないように、次に掲げる措置を講じます。 

 

① 施設内の設備、及び備品等について、衛生的な管理に努めます。 

② 施設内における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を

おおむね６月に１回以上開催するとともに、結果を職員に周知します。 

③ 施設内における感染症の予防及び蔓延防止のためのマニュアルを整備していま

す。 

④ 職員に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施

します。  
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２２.業務継続に向けた取り組みの強化 

 

①感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に

実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継

続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。   

②職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定

期的に実施します。 

③定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行い               

ます。 

２３．第三者評価の実施状況 

 

第三者による評価

の実施状況 

１ あり 

実施日  

評価機関名称  

結果の開示 １ あり  ２ なし 

２ なし 
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令和   年   月   日 

 

介護老人福祉施設サービスの開始にあたり、利用者に対して契約書及び本書面に基づいて 

重要な事項を説明しました。 

  

 

〈事業者〉所在地   小美玉市中台１４５－４    

 

事業所名   社会福祉法人 久遠会     

特別養護老人ホーム ほのか  

 

代表者名   施設長  長谷川 和子  印 

（ 指定番号０８７５６００２０７号 ） 

 

〈説明者〉所属    特別養護老人ホーム ほのか   

氏名        鈴木 統子   印 

 

 

私は、契約書及び本書面により、事業者から介護老人福祉施設サービスについて重要な説 

明を受けました。 

 

〈利用者〉 

所在地                    

 

氏名                    印 

 

〈ご家族〉 

所在地                    

 

氏名                    印 

 

続柄（利用者との関係）            

 

 

 

 


